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２０１３年１月９日

各　地方本部、単組・総支部委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　　山上　潔

（ 賃金労働部・自治体政策部 ）

地方財政確立に向けた取り組み（１）
－自治体首長、議会議長などへの要請行動の実施について－

１　若干の経過と情勢

（１）衆議院選挙の結果、自公政権が発足しました。この政権は特に自民党は政権公約の中で、財政の健全化に向けて、５年間を一期とする財政健全化中期計画の方針を明記した「財政再建のための公務員人件費等の歳出の削減等に係る緊急措置に関する法律案」（仮称）などを早期に成立させて、公務員総人件費を国・地方あわせて年間２兆円削減を実現することを明記しています。
　　具体的には地方公務員の総人件費削減を進めるために、①地域における民間賃金と同水準となるような給与の適正化の実施、②市場化テストの積極的な活用による公共サービス改革の推進を掲げ、民営化や組織改廃時の分限免職規程の活用の弾力化をはかり、定員削減を一層行うことを目論んでいます。
（２）地方公務員人件費削減の一歩と位置づけているのが、2013年度政府当初予算編成において、地方財政計画策定にあたって、国家公務員給与平均7.8％削減分の反映することで地方交付税を1.2兆円、義務教育国庫負担金を0.2兆円削減することとしているところです。
財務省は昨年11月には「地公の給与が高い」とする世論形成を狙い、財政制度等審議会財政制度分科会（財政審）において、各自治体ごとのラスパイレス指数試算結果を公表し、マスコミにおいても大きく報道されたことは記憶に新しいところです。この財政審は１月８日に再開し、早ければ１月18日には報告書がまとめられる予定とされています。
（３）一部報道では、2013年度政府当初予算編成は１月中旬に2012年度補正予算の閣議決定、1月下旬に税制改正大綱決定、２月初旬に地財対策の決定、２月中旬に2013年度予算案の国会提出と伝えられており、財政審報告書や地方財政計画に関わる書きぶりが予算編成に大きな影響を与えることから緊急に対策が必要となっています。
（４）地方自治体の予算編成作業は、通常では12月末に決定される地財計画や政府予算案を踏まえて、２月～３月議会へ提出されますが、総務省としては自治体の予算編成作業に支障が生じないようにするために十分な情報提供を１月中に行うことを明らかにしています。
それだけではなく、消費増税の判断材料となる2013年４月～６月期の景気動向に際して、自治体が歳入や歳出の規模を見通すことができなければ積極的な予算組みは困難となりますので、その懸念の解消をということも理由としてあげられます。仮に自治体が歳入・歳出の見通しが立たない場合は、控えめな予算案を組み、2013年度に入ってから補正するケースが想定され、政府予算の成立が2013年４月～５月、自治体の補正はそれ以降の対応となり、４～６月期のＧＤＰへの悪影響、そして消費税率引き上げへの影響を危惧する見方が浮上します。
（５）このような新政権下での2013年度政府予算編成を取り巻く状況を踏まえて今後の対策を急ぐこととなります。当面して、地方六団体等が「地方交付税の総額確保」に向けて足並みをそろえた対応が必要となってきますが、自公政権へ逆戻りしたために、国家公務員給与の削減が現実の問題として地方財政反映する事態となっていることを踏まえて、地方段階の取り組みが極めて重要となっているところです。
２　取り組みの目的について

　これまでも、地方交付税総額の確保に向けた要請行動はおこなってきたところですが、政権が交代したことから、あらためて要請行動を実施します。地方六団体を通じて、政府の予算編成に向けて意見反映を行うこととし、主に①地方交付税の総額を確保すること、②震災復興関連予算を確保すること、③公共事業に係る財源措置について地方の財政負担を慎むこと、④国家公務員給与の臨時削減措置を地方公務員へ波及させないために、地方財政計画・地方交付税の算定に臨時削減措置を反映させないことを目的とします。
３　取り組みの展開

（１）2013年度当初予算編成に向けての対応を急ぐために、当面して自治労道本部が中心となって行政団体等の対応をおこないますが、課題の重要性から、地方財政の確立に向けて、連合北海道の政策要求課題にしっかりと位置づけて、広範な取り組みが必要であるという認識に立ちます。
（２）従って、以降の取り組みにおいては、連合北海道の方針提起を受けて、地方財政の確立に向けた道民世論の喚起など、あらゆる取り組みを検討して、方針化していくこととします。
４　具体的な取り組みについて

　地方交付税の総額確保に向けて、別紙要請書に基づいて、首長・議会議長への要請行動を実施します。要請の結果として、それぞれの首長、議会議長もしくは行政団体から、全国知事会、全国市長会、全国町村会等へ要請が行われ、政府予算に意見反映されることをめざします。
　その際、提出する資料等については、別記１の内容として説明を行うこととします。

（１）道本部の取り組み

　北海道知事および北海道市長会、北海道町村会に対して要請行動を実施します。要請方法は可能な限り道内の地公産別と共闘しながら、北海道公務労協や地公三者共闘会議の取り組みとして対応します。
（２）地方本部の取り組み

　　管内町村会に対して要請行動を実施すると同時に単組段階の要請行動の指導・助言を行います。
（３）各自治体単組の取り組み

　　それぞれの自治体の首長・議会議長に対し、組織内議員や連合推薦議員等と連携して要請行動を実施します。
４　取り組みの期間

　指示文書到着後１月１８日（金）までに最大限取り組むこととし、間に合わない場合は１月中を目途に全単組において取り組むこととします。

５　取り組みの報告

　以下の報告書に基づき、道本部賃金労働部まで報告願います。

＜別記＞
地方財政確立に向けた要請行動取り組み報告書

地本・単組名　　　　　　　　　報告者名　　　　　　　　　　　　　　
	首長・議長名
	要請日
	要請者・役職
	要請に対する反応・対応

	
	
	
	

	
	
	
	


＜報告先＞

自治労北海道本部（０１１－７００－２０５３）

＜別　紙＞
２０１３年１月●●日

〇〇市町村長

自治労●●市（町村）職員組合
執行委員長●　●　●　●

地方財政の充実・強化を求める要請書
　貴職の地方自治確立にむけたご努力に敬意を表します。

東日本震災による被災者の生活再建、福島第一原発の事故に起因する問題解決を進めるとともに、社会保障分野におけるセーフティネットの確立、農林水産業の振興、脱原発社会実現にむけた再生可能エネルギーの普及など、地域での雇用創出が期待できる政策分野の強化が求められています。

　新たな政権において2013年度の政府予算編成が進められていますが、福祉、医療、環境など生活に直結する分野について、地方財政計画・地方交付税等の充実・強化を求めるとともに、政府に対し、下記事項が実現するようご尽力頂きますようお願いします。

記

1.　政権交代により越年予算編成となったことを踏まえ、自治体の予算編成に支障がないよう適宜、適切な情報提供を行うこと。

2.　医療、福祉分野の人材確保をはじめとするセーフティネット対策の充実、農林水産業の再興、環境対策などの財政需要を的確に取り入れ、少なくとも、地方の一般財源総額について、2012年度の地方財政計画の水準を下回らないよう確保すること。

3.　東日本大震災からの早期復興及び原発事故の抜本対策に必要な予算について、通常予算と別枠で確保すること。とくに、深刻化している被災自治体の人材確保対策を強化するとともに、2013年度以降も震災復興特別交付税等の財源措置をさらに拡充すること。

4.　地方公務員の給与関係経費については、国家公務員の給与の臨時削減措置について、地方財政計画・地方交付税の算定に決して反映させないこと。

5.　大型補正予算などの今後予定される公共事業については、インフラの維持管理、更新など中長期的な視点で地域の必要性を踏まえ、事業の内容を精査し、対応すること。また、公共事業に係る財源措置については、過去の景気対策による債務を踏まえ、今後の自治体財政運営に支障が生じないよう地方への財政負担を慎むこと。

6.　自動車取得税、自動車重量税の見直しについては、代替財源の確保を前提とすること。また、償却資産に対する固定資産税及びゴルフ場利用税につては、市町村の貴重な税財源であるため、現行制度を堅持すること。

以　上
